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訪問看護の推進のために

訪問看護等在宅ｹｱ総合推進モデル事業における
看護実践とその評価を通して

平成２年１１月

社団法人日本看護協会 訪問看護検討委員会

本報告書では、全モデル事業所における看護内容ごとに本人・家族の自立
状況、本人のADLや療養・介護状況の評価（改善・維持・悪化）、在宅看取り
の評価、事例別 の評価、看護師のコーディネーターの役割等を報告した
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●国民医療総合対策本部の中間報告で
訪問看護を明記（１９８７年）
●１９８８年、国は予算を確保し、訪問看
護制度創設のモデル事業を全国１１自
治体（後に１７自治体）で開始（委託金は
１，３５０万円）

●訪問看護従事者の研修を関係看護協
会が実施（１２０時間）
ナースセンター事業の訪問看護養成

講習会へ発展

訪問看護等在宅ケア総合推進モデル事業から訪問看護制度創設へ

宮城県三本木町のモデル事業
（佐藤撮影）

訪問看護制度は社会が看護そのものを直接評価する仕組みであり、看護師の社会的・経済的自立につ
ながる有意義で画期的な事業である
看護の価値を提供して在宅療養者の尊厳とWell-beingの実現をめざし社会的責務を果たす
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① 指定訪問看護は、利用者の心身の特性を踏まえて、利用者の療養上妥当適切に行い、日常の療養生活の充実
に資するようにするとともに、漫然かつ画一的なものにならないよう、主治医との密接な連携のもとに看護目標
及び訪問看護計画に沿って行うこととしたものであること。 

② 指定訪問看護の提供については、目標達成の度合いやその効果等について評価を行うとともに、訪問看護計
画の修正を行い、改善を図る等に努めなければならないものであること。 

③ 利用者の病状、心身の状況及び経過、その置かれている環境、看護目標、具体的なサービスの内容その他の療
養上必要な事項について利用者及びその家族に理解しやすいように指導又は説明を行うこと。

④ 指定訪問看護の提供に当たっては、利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得な
い場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体的拘束等」という。）を行ってはならず、
緊急やむを得ない場合に身体的拘束等を行う場合にあっては、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況
並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこととしたものであること。 また、緊急やむを得ない理
由については、切迫性、非代替性及び一時性の３ つの要件を満たすことについて、組織等としてこれらの要件の
確認等の手続きを極めて慎重に行うこととし、その具体的な内容について記録しておくことが必要である。

⑤ 指定訪問看護の提供に当たっては、医学の進歩に対応した適切な看護の技術をもって行うことができるよう、
新しい技術の習得等、研鑽を積むことを定めたものであること。 ⑥ 医学の立場を堅持し、広く一般に認められて
いない看護等については行ってはならないこと。 

（参考）基準省令第14条及び第15条にいう指定訪問看護の取扱方針（医療保険）

出典：厚生労働省保険局「指定訪問看護の事業の人員及び運営に関する基準について」 の一部改正について（令和6年3月5日）
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出典：第１回有料老人ホームにおける望ましいサービス提供のあり方に関する検討会（2025年4月14日）を改変

（参考）有料老人ホーム事業者と入居者の契約関係
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■精神科訪問看護ステーションの例１

・訪問回数の上限週3回健康管理等を行うように全社的に指示 過剰な報酬請求

・協力関係にある医師が「うつ病」 「統合失調症」 と診断し訪問看護指示書を交付

・一人当たり31分～35分〈30分以上の報酬算定のため）と決める

・二人同行訪問を増やす、夜間・早朝の訪問などで加算算定

■精神科訪問看護に特化した訪問看護事業所の例２

・患者の状態の数値を悪くするように（GAF尺度40以下）に修正指示 減算回避

6

（参考）医療の訪問看護の不適切な運営事例（新聞等の報道から）

■大阪市内にある住宅型有料老人ホームの例から（別表第7の入居者を中心に）

・有料老人ホーム併設訪問看護ステーションが全員に１日3回、複数名訪問 ニーズに基づく訪問か

・5分間の訪問でも1回30分と記載 不正請求

・緊急訪問看護加算をほぼ毎日請求、夜間の訪問看護の加算請求 ニーズに基づく訪問か？
■パーキンソン病専門の有料老人ホーム（全国４０か所経営）の例から （２０２６，２，１０）

・２～３分の確認でも３０分訪問と記録し請求 不正請求

・２人訪問してないのに複数訪問と記録し加算算定 不正請求
■「医療施設型ホスピス」有料老人ホーム（全国１３５施設（２０２６．１現在））の例から（別府俵第７の入居者を中心に）

・１日３回、複数訪問、２４時間体制、特別管理加算、緊急訪問加算を標準設定 過剰な報酬請求か？

・日勤の訪問看護師に３０分刻みの１４訪問枠ルートが設定されて、中抜けで緊急対応しても修正不可

M.SATO



7出典：厚生労働省 中医協 総ー２ 令和５年１０月２０日

（参考）訪問看護利用者の１月の請求額の分布

●医療保険の１
人当たり月の
請求額は３万円
台が最も多い。
●中央値は
６７，１４０円
●請求額が６０
万円以上の者
が全体の１％強
ある。最大値は
１，１６２，６４０
円（同一建物居
住者への訪問
看護）
※介護保険の１
人当たり月の
費用は、
４１，０００円
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住宅型有料老人ホーム等併設訪問看護ステーションにおける法令遵守（事務連絡）

出典：中医協総会資料の抜粋「訪問看護ステーションの指導監査について」（2025年3月12日）

●利用者の状態にか
かわらず一律に回数
を定めている事例が
ある
●訪問看護の日数、
回数、実施時間及び
訪問する人数は、訪
問看護ステーション
の看護師等が、訪問
時に把握した利用者
や家族の状況に即し
て、訪問看護指示書
に基づき、個別に検
討されるもの

●利用者の居宅への
訪問に直接携わって
いない事業者が訪問
の日数等を定めるこ
とは認められない8

事務連絡「指定訪問看護の提供に関する取り扱い方針について（令和６年10月22日）
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「指定訪問看護事業者等の指導及び監査について」の一部改正（保険局長通知：令和7年4月3日）

出典：中医協総会資料の抜粋「訪問看護ステーションの指導監査について」（2025年3月12日）を改変
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●訪問看護療
養費の請求書
の１件当たり
平均額が高い
訪問看護ス
テーション（た
だし、取扱件
数が少ない場
合は除く）に
ついて、高い
順に選定して、
厚生局、都道
府県（必要時
厚生労働省）
が個別指導を
行う

令和８年１月か
ら厚労省が全
国一斉調査へ
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・医療保険部会で、医療保険制度全体の「給付と負担のあり方」を整理するための議論
・令和８年度診療報酬改定の基本方針（２０２５年12月９日）
・診療報酬改定（改定率）＋3.09％（12月24日）
・中医協「令和8年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（案）」（2026年1月14日） パブコメ

・「マイナ保険証の利用促進」
２０２５年12月２日以降はマイナ保険証へ完全移行（従来型保険証の暫定処置は２０２６年３月まで）
＜参考＞後期高齢者には２０２５年７月に資格確認書が付与されている

マイナンバーカードは２０１６年に導入され、保有者は全人口の８０．３％（２０２５年12月）
マイナ保険証は２０２１年に導入され、２０２５年１１月の利用率は３９．２４％

・医療DXの推進：「電子カルテ／電子処方箋の活用推進」といった医療のデジタル化・効率化の方針

・高額療養費制度の在り方を再検討する「専門委員会」で、「一律の上限額引き上げ」は低所得層への
負担増につながるため好ましくない」との指摘、応能負担制度、新たに年間上限額設定等
・「低価値医療への保険適用見直し」など広範な医療費適正化の視点が必要との意見

・令和7年度厚生労働省補正予算において、１訪問看護ステーション当たり２２．８万円の補助

① 医療保険制度改革のトピックス

・厚生労働省が令和８年1月から全国一斉調査（ホスピス型住宅有料老人ホームや精神障害者を対象
としている健康保険法に基づく訪問看護ステーション） 適正化へ（マイナス改定へ）

M.SATO



② 新たな地域医療構想と医療計画（在宅医療に関する事業）（2024年12月3日）

出典：第2回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキング資料1の一部改変

介護保険事業計画
に合わせて3年ご
とに見直す

12

●過疎等地域の実情
に合った整備

●人口構造の変化
（複数の慢性疾患があ
る要介護高齢者の増
加）

●高齢者の救急外来
に対応する在宅療養
支援病院等

●急性期を担う病院
機能の集約化

●プライマりケアを担
う団塊世代医師の定
年退職・高齢化、医師
の地域偏在への対策

●精神科病床数整備
●在宅医療整備

M.SATO



（４）在宅医療（訪問看護の役割等の抜粋）
●退院に向けた医療機関との共同指導、医療ニーズの高い利用者への対応、24時間体制、ターミナルケア等の
機能や役割に着目した整備や、事業所間の連携、事業者規模の拡大、ICT化等による機能強化、業務効率化等に
ついて、地域医療介護総合確保基金等を活用し、地域の実情に応じて、取組を進める。
●本人と家族が希望する医療・ケアを提供するにあたり、医療と介護の両方を視野に入れ、利用者の状態の変化
に対応し、最期を支えられる訪問看護の役割は大きいため、訪問看護によるターミナルケアを受けた利用者数を指
標例に追加する。
●災害時においては、医療機関間や訪問看護事業所間等、また、医療機関、訪問看護事業所、薬局、居宅介護
支援事業所等の関係機関間、さらに市区町村や都道府県との連携が重要になることから、「在宅医療に必要な連
携を担う拠点」等において平時から連携を進めるとともに、国が策定した手引きや事業等も活用しながら、業務継続
計画（BCP）の策定を推進する。
●新興感染症発生・まん延時の自宅・宿泊療養者・高齢者施設での療養者等への医療の提供を行う、第2種協定
指定医療機関として訪問看護ステーションが都道府県知事と契約することを明記

第8次医療計画における訪問看護の体制整備（抜粋）

出典：中 医 協 総 － ２ （令和5年７月12日） 「在宅医療の体制（第8次医療計画の見直しのポイント）を参考に改編

M.SATO



在宅医療において積極的役割を担う医療機関を位置づける際の役割（都道府県調査）

出典：第2回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキング資料1の一部改変

①夜間・休日や医師不
在時、急変時における
診療支援

②医療及び介護、障害
福祉サービスが確保で
きるよう関係機関への
働きかけ

③患者の急変時入院
受け入れ機能

④地域包括支援セン
ター等と協働、必要な
サービスを適切に紹介

⑤災害時の適切な医
療提供の計画、計画策
定支援 等

14M.SATO



在宅医療において積極的役割を担う医療機関の運営主体（都道府県調査）

出典：第2回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキング資料1の一部改変

その他2,959か所
（26.2％）

国が示した論点
在宅医療において、24時間対応や
他の医療機関の支援を行う「医療機
関」を位置づけてはどうか

15M.SATO



地域の実情に応じた在宅医療提供体制構築の考え方

出典：第３回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキング資料1の一部改変

論点
●在宅医療を２４時間提供す
る体制が困難な地域では、在
宅療養支援診療所・病院の他、
その他の医療機関が相互に連
携して構築する

●在宅医療を支える歯科診療
所、訪問看護ステーション、地
域連携薬局、高齢者施設等と
連携して地域を面で支える体
制を構築する

●医療資源や需要が限られる
地域においては、離れた医療
機関からの往診や入院での対
応を組み合わせる
その際、D to P with Nを
含むオンライン診療、遠隔モニ
タリング等を活用、生産性向上
のためのICT・AI機器導入に
よる効率化と質確保を図る

16M.SATO



③ 訪問看護ステーションの動向

出典：第３回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキング資料1の一部改変

●介護保険法
に規定する訪
問看護ステー
ションの指定数
及び稼働数は
増加傾向にあ
るが、廃止・休
止も増加

●廃止・休止の
理由は、従業員
確保・管理者退
職・利用者減少
等があり、人材
確保が主な要
因 等

17M.SATO



③ー２ 訪問看護ステーションの24時間対応体制

出典：第３回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキング資料1の一部改変

●24時間対応
体制加算の届出
がある訪問看護
ステーションは、
全体の９割

●人口規模が小
さい市区町村で
は、届け出のあ
る訪問看護ス
テーションの割
合が低い市区町
村も存在

18M.SATO



③ー３ 訪問看護空白地域の解消に関する取組の事例

出典：第３回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキング資料1の一部改変

●訪問看護空白地域
にある３町村・県看護
協会・町立病院の調整
により、町立病院内に
訪問看護ステーション
のサテライトを設置
（３町村による赤字補
填、地域医療介護総
合確保基金の活用）

●町立病院から看護
師が出向することで、
３町村における訪問
看護の年間平均利用
者数が増加

●在宅医療のイメー
ジが明確となり、病院
における入退院支援
にも好影響となった

19M.SATO



④ 多職種の連携（ICT活用・オンライン診療）

出典：第３回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキング資料1の一部改変

●多職種連携のICT
活用は、在宅療養支援
診療所・病院３７％
●在宅療養支援歯科
診療所５％
●訪問看護ステーショ
ン６３％
●薬局２７％

●訪問診療を実施し
ている病院・診療所が
ICTシステムで連携し
ている機関は、訪問看
護ステーションが最も
多く、次いで居宅介護
支援事業所、薬局、訪
問介護事業所が多
かった
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出典：第３回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキング資料1の一部改変

●多職種連携の
ICT活用で共有して
いる情報
「訪問診療・訪問看
護の情報」
「基礎情報」
「疾患に関する情
報」
その他「バイタル、
ADLの変化、服薬管
理 等」

●ICT導入の成果
「多職種との情報提
供の円滑化」
「患者対応に反映」
「業務時間の短縮」
「医療・ケアの質向上、
ミスの低減」 等

21
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出典：第３回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキング資料1の一部改変

●訪問診療実施
病院・診療所の
うち、患者に対し
てオンライン診
療を活用してい
るのは、回答施
設の１２％であっ
た

●オンライン診
療の支援者は、
訪問看護ステー
ションの看護師
が最も多く、次
いで医療機関の
看護師

22
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出典：第３回在宅医療及び医療・介護連携に関するワーキング資料1の一部改変

ICT活用、タスク
シフト・シェアの
実施等による訪
問看護の効率的
な提供の事例

●背景
職員間のコミュ
ニケーションの
希薄化、訪問予
定変更の伝達困
難 等

●成果・効果
・一人当たりの
訪問回数の増加
・時間外勤務時
間の削減
・電話対応時間
の減少

23
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⑤ 「医療法等の一部を改正する法律（ 2025年12月５日成立）」の概要

出典：第193回 社会保障審議会医療保険部会 資料５の一部改変
24M.SATO



⑥介護保険部会における介護保険制度の見直しに関する意見（概要）

●人口減少・サービス需要の変化に応じたサービス提供体制の構築等
・地域類型（中山間・人口減少地域（需要減少）、大都市部（需要増加）、一般市部（需要増加から減少））
・中山間・人口減少地域限定で、連携体制が確保できれば特例介護サービスの新たな類型を設ける
・地域の実情に応じた包括的な評価の仕組み （例えば訪問介護の包括報酬 等）
・市町村が介護サービスを給付に代わる新たな事業として介護保険財源を活用して実施できる仕組

●地域包括ケアシステムの深化（介護予防・日常生活支援総合事業等）
・有料老人ホームの事業運営の透明性確保（登録制、契約書事前説明、囲い込み対策等）、高齢者への住
まい支援
・介護予防・日常生活支援総合事業の実施状況把整備する
・相談支援の在り方（頼れる身寄りがいない高齢者への支援、ケアマネジャーの資格取得要件の見直し）

●介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性の向上、経営改善支援
・人材確保のプラットホーム、テクノロジー活用、事業者間連携、科学的介護の推進

●多様なニーズに対応した介護基盤の整備、制度の持続可能性の確保
・2040年に向けた地域課題への対応
・1号保険料の一定以上所得（第10期計画期間開始前に結論）、現役並み所得の判断基準の見直し
・ケアマネジメントに関する給付のあり方（有料老人ホーム）
・軽度者への生活援助サービス等に関する給付の在り方、高額介護サービス費の在り方 等

25
出典：第133回 社会保障審議会介護保険部会 資料２の一部改変
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（参考）有料老人ホームにおける望ましいサービスの在り方（とりまとめ）

出典：第７回有料老人ホームの望ましいサービスの在り方に関する検討会（10月31日資料の一部改変（２０２５年１１月５日に厚生労働省が公表）

●中重度要介護
や要医療ケアを
入居対象者とす
るホームの登録
制（人員・施設・運
営等） 、事前規制
●入居契約締結
に際し、事前の重
要事項説明実施
●入居者紹介事
業の優良事業者
認定制度
●介護保険事業
計画策定に向け
た自治体把握
●行政指導監督
●ケアマネジメン
ト契約の独立性
●住まい事業と
介護サービス事
業の会計分離等

26
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⑦ 令和8年度臨時介護報酬改定に関する審議報告（概要）

１．介護職員等の処遇改善
（１）2026年度臨時改定（令和8年6月施行） 物価高・他業種の賃金上昇で改定率は2.03％引き上げ

（２）介護職員の処遇改善に留意しつつ介護支援専門員や訪問看護、訪問リハビリテーション従事者の処
遇改善を新たな対象とする

（３）現行の介護職員等処遇改善加算Ⅰ及びⅡの加算率に、生産性向上や協働化に向けた取り組みを上
乗せする。加えて取り組む事業所・施設に対する配慮措置を講ずることが適当
訪問看護や訪問リハビリテーション、居宅介護支援においても、キャリアパス要件Ⅰ及びⅡ並びに職場
環境等要件を算定要件とすることが適当。その際整備の期間への配慮、加えて取り組む事業所・施設に
対する配慮措置を講ずることが適当

（４）令和9年度介護報酬改定に向けて持続的な賃上げに向けた考え方を整理、また、介護サービスの適
正化や重点化、財源が限られる中で保険料や利用料等の負担も念頭に置いた介護報酬の見直しの検討

２．基準費用額
・物価高騰が居住費・食費に及ぼす影響を把握し必要な対応を行う
・令和７年度介護事業経営概況調査（令和６年度決算）の結果、介護保険施設における食費の平均費用
額が現行の基準費用額を上回っていた。これらを踏まえ必要な対応を行う

27
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※令和７年度厚生労働省補正予算「介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援事業（２０２５年１２月～２０２６年５月分）」
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交付額：１２月の請求額×１３．２％ 【例】３５０万円（請求額） １３．２％＝４６．２万円
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介護保険制度の最近のトピックス

２．令和8（2026）年度診療報酬改定の方針

３．訪問看護療養費の改定の論点

４．今後の対策について
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１．診療報酬
＋３．０９％（R8年度（＋2.41％）及びR9年度（＋3.77％）の2年度平均） R8年6月施行）

１）うち、賃上げ分
＋1.70％（R8年度（＋１．２３％）及びR9年度（＋２．１８％）の2年度平均） R8年6月施行）
２）うち、物価対応分
＋０.7６％（R8年度（＋０．４１％）及びR9年度（＋０．９７％）の2年度平均） R8年6月施行）
３）うち、食費、光熱水費 ＋０．０９
４）うち、経営環境悪化の緊急対応分 ＋０．４４
５）うち、後発医薬品への置き換え評価の適正化、実態を踏まえた在宅医療・訪問看護関係の評価の適正化、
長期処方・リフィル処方の取組強化等による効率化 ▲0.15％

６）1）～5）以外の部分 ＋0.25％

２．薬価等 ▲０．８７％
うち薬価▲０．８６％（国費▲１，０５２億円程度） うち材料価格▲０．０１％（１１億円程度）

３．診療報酬制度関連事項
①令和９年度における更なる調整及び令和１０年度以降の経済・物価動向等への対応の検討
②賃上げの実行性確保のための対応
③医師偏在対策のための対応
④更なる経営情報の見える化のための対応

４．薬価制度関連事項 （略）

令和８（2026）年度診療報酬改定における改定率
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令和８年度診療報酬改定の基本方針の抜粋（第206回医療保険部会：202５年12月４日）

１．物価や賃金、人手不足等医療機関等を取りまく環境の変化への対応【重点課題】
（具体的方向性）
・物件費高騰への対応、処遇改善・業務効率化、チーム医療推進、診療報酬上求める基準の柔軟化 等

２．2040年頃を見据えた医療機関の機能の分化・連携と地域における医療の確保、地域包括ケアシ
ステムの推進
（具体的方向性）
・患者のニーズ、病院の機能を踏まえた医療提供、円滑な入退院、在宅療養等治し・支える医療、かかりつけ医機能
評価、質の高い在宅医療・訪問看護の確保（地域において重症患者の訪問診療や在宅看取り等を積極的に担う医
療機関・薬局の評価、重症患者等の様々な背景を有する患者への訪問看護の評価）、人口・医療資源の少ない地域
への支援 等

４．効率化・適正化を通じた医療保険制度の安定性・持続可能性の向上
（具体的方向性の例）
・後発医薬品の使用、OTC類似薬の自己負担見直し、医薬品の市場実勢価格を踏まえた適正な評価、電子処方箋
活用（ポリファーマシー、残薬、医師・薬剤師連携による医薬品の有効使用、長期処方の在り方への対応 等）等

３．安心・安全で質の高い医療の推進
（具体的方向性）
・身体拘束の最小化、医療安全対策、アウトカム評価、医療DⅩ・ICT活用、早期リハビリ、重点的対応分野（救急医
療、小児・周産期、がん医療・緩和ケア、精神医療、難病）口腔医療、値域の医薬品供給拠点 等
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コンテンツ
診療報酬改定の最新情報と対策について
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２．令和8（2026）年度診療報酬改定の方針

３．訪問看護療養費の改定の論点

４．今後の対策について
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①高齢者住まい等に併設・隣接する訪問看護ステーションの訪問看護療養費

１月の初日の訪問の場合
イ 機能強化型訪問看護管理療養費１     13,230円 ロ 機能強化型訪問看護管理療養費２    10,030円 
ハ 機能強化型訪問看護管理療養費３     8,700円 ニ イからハまで以外の場合                7,670円

月の２日目以降の訪問の場合(1日につき)
イ 訪問看護管理療養費１  3,000円
訪問看護ステーションの利用者のうち、同一建物居住者（当該者と同一の建物に居住する他の者に対して当
該訪問看護ステーションが同一日に指定訪問看護を行う場合の当該者をいう。以下同じ。）であるものが占
める割合が７割未満であって、次のイ又はロに該当するものであること。 

イ 特掲診療料の施設基準等別表第七に掲げる疾病等の者及び特掲診療料の施設基準等別表第八に掲げる
者に対する訪問看護について相当な実績を有すること。
ロ 精神科訪問看護基本療養費を算定する利用者のうち、GAF尺度による判定が40以下の利用者の数が月
に５人以上であ ること。

ロ 訪問看護管理療養費２ 2,500円
訪問看護ステーションの利用者のうち、同一建物居住者であるものが占める割合が７割以上であること、又
は当該割合が７割未満であって（４）のイ若しくはロのいずれにも該当しないこと。
健施設若し くは介護医療院の医師に限る。以 下同

出典：第584回中医協 総－１（令和6年２月14日）

【参考】令和6年度改定（訪問看護管理療養費）

M.SATO



利用者ごと1月当たり平均医療費が高額である訪問看護ステーションの特徴

出典：2025年10月１日 中医協資料（在宅その2）を改変

●平均医療費
が高額である
訪問看護ステー
ションは1日当
たり医療費が高
額で、訪問日数
が多い

●1月当たり平
均医療費が高
額である訪問
看護ステーショ
ンは、同一建物
に居住する利用
者には効率的
に実施・算定可
能である加算
等の割合、日数
が多い

別表第７・
８が多い
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高齢者住まい等に居住する利用者への短時間・頻回に訪問看護を行う場合の例（実施と算定）

出典：2025年10月１日 中医協資料（在宅その2）を改変

●高齢者住まい等併
設の訪問看護ステー
ション等の看護職員か
ら短時間で頻回に実
施される看護は、医療
機関の入院中の患者
への看護と同様に継
続・断続的に提供され
ている状況が想定さ
れるが
訪問看護療養費の算
定はその一部である

●併設の場合は効率
的に訪問看護を行う
ことが可能であり、１
月当たりの訪問看護
療養費の算定は高額
となる

M.SATO



訪問看護療養費における評価内容と効率性における特徴

出典：2025年10月１日 中医協資料（在宅その2）を改変

●訪問看護
療養費におけ
る加算等の評
価内容

同一建物に居
住する複数の
利用者に、同
一日に訪問看
護を実施する
場合において、
より効率的に
実施できるも
のと、それに
該当しないも
のに分類でき
るのではない
か
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住宅型有料老人ホーム等併設訪問看護ステーションに係る課題と論点

出典：2025年10月１日 中医協資料（在宅その2）を改変

●８７．６％は高齢者住ま
いの関連法人が運営
●訪問看護管理療養費
（Ⅱ）算定者は複数名加算、
複数回加算、夜間・早朝、
深夜加算、緊急訪問加算
割合が増加、訪問日数が
多く１回当たりは短時間
●訪問看護管理療養費
（Ⅰ）１２，３１７か所、（Ⅱ）７，４０３

か所 （２０２５，７，１ 届出）

●有料老人ホームの利用
者５０人以上が１２．４％
●同一建物利用者には効
率的に実施・算定加算割
合が多い
●訪問日数は別表第７利
用者が多い
●入院患者同様の看護を
実施、療養費算定は一部

36
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出典：2025年10月１日 中医協資料（在宅その2）を改変

（つづき）

●夜間も看護職員が対応
●訪問看護基本療養費の
算定日数が多いほど訪問
看護指示料の算定も多い
●「保険医療機関及び保
険医療養担当規則」にあ
る「利益の収受による誘
導の禁止」は訪問看護基
準省令にはない

【論点】
●同一建物・単一建物利
用者の人数や訪問回数に
応じた提供コストを踏ま
えた評価
●短時間・頻回訪問看護
を評価する体系
●指示書に頻回訪問明記
●基準省令に療養担当規
則と同様の規定を新設
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訪問看護における指摘事項

出典：2025年1２月１９日 第６３７回中医協資料（個別指摘事項）を改変 M.SATO 38



（参考）利用者の疾病や状況別の訪問日数等

訪問看護基
本療養費Ⅱ
を算定する利
用者は、
別表第7に該
当や疾病に寄
らず、
1月あたり訪
問日数、訪問
回数、難病等
複数回訪問
加算の算定
日数が多い
傾向。

出典：2025年1２月１９日 第６３７回中医協資料（個別指摘事項）を改変
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（参考）別表第７該当とそれ以外の利用者の訪問看護に係る１月当たりの医療費

●別表第7に該当
する利用者の訪問
看護に係る1月あ
たりの医療費の平
均はそれ以外の利
用者のほぼ倍であ
り、50万円以上も
13,000件みられ
る。
●訪問看護ステー
ションごとにみた
別表第7に該当す
る利用者の割合が
8割以上のステー
ションのほうが２
割未満のステー
ションよりも、利
用者1人あたりの
医療費は高額であ
る。

出典：2025年1２月１９日 第６３７回中医協資料（個別指摘事項）を改変
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（参考）月２日目以降の訪問看護管理療養費算定種別の利用者ごと１月当たり医療費の分布

●訪問看護管理
療養費１のみの
利用者は中央値
が90,849円で、
7割が10万円以
下となっている
●訪問看護管理
療養費２のみの
利用者の中央値
は１9２,162円
であり、１月あた
り医療費は訪問
看護管理療養費
２のみの方が高
い傾向である。

出典：2025年1２月１９日 第６３７回中医協資料（個別指摘事項）を改変
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（参考）月２日目以降の訪問看護管理療養費算定種別の利用者の状況

●別表第7に該当
するのは訪問看
護管理療養費１を
算定している利用
者では65,783
人、訪問看護管理
療養費２を算定し
ている利用者で
は16,708人。

●訪問看護管理
療養費算定種別
の利用者数にお
ける別表第7の該
当者を割合でみ
ると、訪問看護管
理療養費1と２で
傾向に大きな差
異はない。

出典：2025年1２月１９日 第６３７回中医協資料（個別指摘事項）を改変
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出典：2025年1２月１９日 第６３７回中医協資料（個別指摘事項）を改変
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出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

②精神科訪問看護の体制整備・評価

●第11回精神保健医療福祉の今後の施策推進に関する検討会（2025年10月20日） 資料2の抜粋

●精神科訪問看護を提供する訪問看護ステーションにおける 別表７・８該当者、身体疾患や医療的処置
の受け入れ状況
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（参考）精神科訪問看護基本療養費の算定状況

出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

●医療保険の
訪問看護のう
ち、精神科訪
問看護基本療
養費を算定す
る者の割合が

増加

●機能強化型
訪問看護ス
テーションでは
それ以外に比
べて、精神科
訪問看護利用
者の割合が少
ない訪問看護
ステーションが
多い
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出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

（参考）精神科訪問看護における支援ニーズの高い利用者の状態像

●支援ニーズ
「周産期・子育て
期にある」、「引
きこもり状態に
ある」、「未受診
又は治療中断」、
「身体合併があ
る」、「暴力又は
迷惑行為があ
る」、「小児であ
る」、医療依存
度が高い身体疾
患がある」など

●困難や課題
多機関との連携
や協働してケア
を提供すること
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（参考）精神科訪問看護を提供する訪問看護ステーションにおける支援調整

●精神科訪問看護
を提供する事業所
で支援調整時にア
セスメントや頻度変
更を判断するプロ
セスにおいて取り
組んでいることとし
て、情報共有や検
討のためのミー
ティング等のほか、
「頻度変更に関する
アセスメント様式や
基準を作成し、判断
プロセスを可視化
して慎重に判断す
る」ことが挙げられ
た
●上記についての
実態があった

出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変 47M.SATO



③別表第8の関連 「表皮水泡症」の患者に対する訪問看護のケア

出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変 48M.SATO



「在宅難治性皮膚疾患処置指導管理」算定者の訪問看護

出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

論点
特別管理加算の２
「在宅難治性皮膚疾患
処置指導管理」を追加
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④乳幼児に対する訪問看護の評価、利用者数の推移

出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

●利用者におい
て、（準）超重症
児、別表第７、第
８に該当しない
利用者が多い
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（参考）小児の訪問看護利用者の状況

出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

●小児（１５歳
未満）の訪問看
護が近年増加

●難病や医療
的ケアに該当
する者の割合
は３４．７％

●６歳以上１５
歳未満の利用
者において、別
表第７、第８に
該当しない利
用者数が大き
く増えている
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出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

（参考）小児の利用者における傷病名

●小児（１５歳未
満）の利用者
「精神および行動
の障害」が主たる
傷病名である利
用者数及び利用
者に占める割合
が増加傾向にあ
る

●６歳未満の利
用者
「先天奇形、変形、
染色体異常」、「周
産期に発生した
病態」が主たる傷
病名である利用
者の割合が高い
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出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

（参考）医療的ケア児について

●医療的ケア児
とは、新生児集
中治療室
（NICU）等を退
院した後も、引
き続き、人工呼
吸器や胃ろう等
を使用し、たん
の吸引や経管栄
養等の医療的ケ
アが日常的に必
要な児童のこと

●全国の在宅の
医療的ケア児は
２万人を超えて
いる（推計）
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⑤母子に対する訪問看護（乳幼児の看護の一環として育児指導を行う例）

出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

●母親がうつ病
等で訪問看護が
必要な場合、訪問
時に看護の一環
として、子の世話
を補助する等の
育児支援を同時
に行うことがある

●また乳幼児の
患者の看護の一
環として、育児指
導を行うことがあ
る

●母子の訪問看
護の取り扱いが
不明確で、現場の
運用が不安定に
なる

54M.SATO



⑥訪問看護ステーションにおけるICTの連携状況

出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

●ICTを他事業所
との連携に利用し
ている訪問看護ス
テーションの割合
は、２０１８年に比
べ、２０２３年では
大幅に増加傾向

●地域連携にICT
利用の効果は「時
間の短縮」の割合
が７５．６％、「連絡
漏れの防止」が６４．
４％、「患者のQOL
の向上」が４０．３％
であった

訪問看護に在宅医療情
報連携加算の評価なし
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出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

⑦訪問看護指示書の交付に係る取り扱い（医療機関の責任で郵送費等負担）
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⑧訪問看護における医療安全に係る規程

●訪問看護で事
故が発生した場
合の対応は、訪
問看護事業者の
運営に関する基
準において、保
険者や家族等に
連絡を行う等必
要な措置を講ず
ることと規定

●「安全な提供
体制の整備」を
訪問看護管理療
養費の算定要件
に規定

●医療安全に係
る研修

出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変 57M.SATO



（参考）訪問看護における医療安全に関する研修教材作成事業

出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変 58M.SATO



⑨訪問看護時間の記録に関する規定

●訪問看護の
時間の記録に
ついて、（精
神）訪問看護
基本療養費を
算定する場合
には訪問時間
を記録するこ
ととされてい
るが、記載要
領では明記さ
れていない

出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変 59M.SATO



⑩訪問看護における情報等を電子的方法で取り扱う場合の規定

●訪問看護の運
営基準や訪問看
護療養費の算定
留意事項通知に
おいて、情報等
を電子的方法で
提供する場合や
ビデオ通話で共
有する場合にお
いて「医療情報シ
ステムの安全管
理ガイドライン」
を遵守すること
を求めている

●一方、運営基
準の「記録の整
備」において、は
前述の記載はな
い出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変 60M.SATO



出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

⑪特別地域訪問看護加算

●過疎地域等
において最も
合理的な経路
及び方法によ
る当該訪問看
護STの所在地
から利用者宅
までの移動が１
時間以上であ
る場合の算定

●特別地域に
該当する訪問
看護STは全体
の１．５％で算
定件数は微増、
利用者全体の
算定割合は横
ばいである
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出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変

（参考）特別地域にある訪問看護ステーションの状況

特別地域にある
訪問看護STでは、
移動手段や道路
状況は地理的条
件により様々で
あった
・移動時間を含め
た訪問全体に長
時間を要する
・訪問ルートに利
用者宅がなく、１
日当たりの訪問
件数が限られる
という状況があ
り、非効率なサー
ビス提供を余儀
なくされている
場合がある
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出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変
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出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変 64M.SATO



出典：2025年11月１2日 中医協資料（在宅その3）を改変 65M.SATO



コンテンツ
診療報酬改定の最新情報と対策について

はじめに

１．医療保険制度・在宅医療体制下の訪問看護ステーション・

介護保険制度の最近のトピックス

２．令和８（2026）年度診療報酬改定の方針

３．訪問看護療養費の改定の論点

４．今後の対策について
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■訪問看護サービスの目的を確認し共有
■社会保険による訪問看護制度・報酬を正しく理解して訪問看護サービスを行い、
その対価を正しく請求する

■社会の変化（人口動態や疾病、医療や介護の需要、医療DXなど）と、ご当地の状
況を知り、今後の動きを推測する
■ご当地の地域包括ケアシステムの進展を把握して分析する
・利用者の状況（住まい方など）とサービスの種類・利用状況
・入院・外来、訪問診療・訪問看護等在宅医療の動向
・介護保険事業計画や医療計画・地域医療構想など

●ご自分の訪問看護ステーションの経営資源（ヒト、モノ、カネ
、情報、組織力、連携・協力機関、ネットワーク）を分析する
●PDCAサイクルを回して運営・経営を管理する

一人ひとりの訪問
看護従事者の自己
実現・成長・サービ
スの質向上

・生涯学習・業務負
担軽減・賃上げなど

①訪問看護事業運営管理のチェックポイント
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②令和８年度訪問看護報酬改定に向けた留意点

68

★地域で安心して頼れる訪問看護サービスの拠点となる 在宅医療推進の役割
・訪問看護ステーションの大規模化（サテライト含む）、地域のニーズに合ったサイズでご当地看護
・訪問看護ステーションと地域との連携強化（行政、医療機関、訪問介護、訪問リハビリ、通所等）
・ICT化の促進

・地域包括ケアシステムの深化における、医療・介護連携の要としての役割
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

●物価や賃金、人手不足等環境変化への対応：訪問看護ベースアップ評価料の算定

●利用者の状態像の適切な把握と適正な訪問看護の提供のために記録書の記載内容
の明確化（訪問看護過程の評価、アセスメント、訪問看護の開始・終了時間の記録などの徹底）

●運営基準の新たな規定
○記録の整備（「医療情報システムの安全管理ガイドライン」を遵守すること）
○安全な提供体制の管理、○適正な請求、○残薬対策に対する取り組みの明確化
※療養担当規則の新たな規定：特定の訪問看護ステーションを利用すべき旨の指示等を行う対償とし
て財産上の利益収受の禁止

●業務簡素化：様式の簡素化で記名押印の見直し

●訪問看護指示書交付に関する扱い：負担軽減・費用負担先の徹底
出典：202６年1月１４日 中医協資料「令和８年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（案）」を抜粋・改変
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●過疎地等の訪問看護は、遠方への移動負担・長時間を考慮し特別地域訪問看護加算の見直し

●地域の関係者と連携して支援ニーズの高い利用者に対して、精神科訪問看護を提供する役割
を担う「機能強化型訪問看護ステーション」としての新たな評価

●「在宅難治性皮膚疾患処置指導管理料」を算定する利用者の算定回数見直し

●訪問看護の実施に関する計画的管理を行う際に、医療・ケアに係る関係職種がICTを用いて
記録した診療情報等を活用した場合の評価

●DtoPwithNによるオンライン診療を推進する観点から、訪問看護療養費等との併算定方法、
検査及び処置等の算定方法の明確化

●乳幼児に対する状態に応じた訪問看護について乳幼児加算の評価の見直し

●適切な指定訪問看護に係る管理を推進するとともに利用者のニーズや療養環境の多様化に
適切に対応するために、訪問看護管理療養費の評価の見直し

●訪問看護基本療養費（Ⅱ）等やその加算について、1月当たりの訪問日数や建物内の訪問看護
実施人数等に応じた、きめ細かな評価の見直し

●高齢者住まい等に併設・隣接する訪問看護ステーションは、居住者に短時間で頻回の訪問看
護を効率的に実施できることを踏まえ、訪問看護療養費に包括で評価する体系を新設

②令和８年度訪問看護報酬改定に向けた留意点（つづき）

出典：202６年1月１４日 中医協資料「令和８年度診療報酬改定に係るこれまでの議論の整理（案）」を抜粋・改変
M.SATO
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2040年に向けた地域包括ケアシステムの変化（案）と訪問看護

●従前からの医療・介護・予
防・住まい・生活支援が包括
的に確保される体制の構築
を推進
●２０４０年に向けて生産年
齢人口が減少する中、医療・
介護ニーズのある８５歳以上
の者や認知症高齢者、独居
高齢者の増加が見込まれ、
地域包括ケアシステムの深化
が必要。サービス需要の大き
な地域差に応じたサービス
提供体制の変化に伴い、切
れ目のないサービスと地域
づくりの推進が必要。
●保険者である市町村や都
道府県が地域の自主性や主
体性に基づき地域の特性に
応じて作り上げる必要

人口動態やサービ
ス需要に応じたご
当地看護（療養
通所介護、看多
機など）の提供体
制推進

感染症まん延時の在宅医療、
災害時等に対応する体制
（BCP）を構築し、多職
種・多機関との協働推進

介護予防・健康支
援活動で地域住
民のヘルスリテラ
シーの向上に貢献

ご清聴ありがとうございました
M.SATO
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